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１ これまでの定員適正化の取り組みと現状 

 

（１）第１次定員適正化計画の取り組み 

 

年度（4月１日） Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 

職員数 
目 標 ４５３ ４５１ ４４９ ４４４ ４３４ ４２８ 

実 績 ４５３ ４５２ ４４５ ４３５ ４２３ ４１０ 

削減実績数(前年比)  ▲１ ▲７ ▲１０ ▲１２ ▲１３ 

 

集中改革プランを推進するため、平成 18年 3月に第１次定員適正化計画（平成 17年度～平成 21

年度）を策定しました。平成 15年12月の合併に伴い大幅に膨らんだ職員数を、定員適正化計画に基

づき新規採用職員の抑制、事務事業の効率化の推進及び事務委託を積極的に活用し、職員数を453人

から 410人まで43人を削減（削減率 9.5％）することができました。 

 

 

（２）第２次定員適正化計画の取り組み 

 

年度（4月１日） Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 

職員数 
目 標 ４２８ ４０９ ３９６ ３８８ ３８０ ３６７ 

実 績 ４１０ ３９７ ３８１ ３７０ ３５９ ３５９ 

削減実績数(前年比)  ▲１３ ▲１６ ▲１１ ▲１１ ０ 

 

平成 22年6月に第２次定員適正化計画（平成 22年度～平成 26年度）を策定しました。第１次定

員適正化計画の取り組みを継続して職員数の削減に取り組み、職員数を 410人から 359人まで 51人

を削減（削減率12.4％）することができました。 

第１次・第２次定員適正化計画の10年間の取り組みで94人を削減（削減率20.8%）することがで

きました。 

 

 

（３）第３次定員適正化計画の取り組みと現状 

 

年度（4月１日） Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ H３１ Ｒ２ 

職員数 
目 標 ３６７ ３６２ ３６１ ３５４ ３４４ ３４１ 

実 績 ３５９ ３６５ ３６９ ３６５ ３７０ ３７０ 

削減実績数(前年比)  ６ ４ ▲４ ５ ０ 

 

平成 27年 6月に第３次定員適正化計画（平成 27年度～平成 31年度）を策定しました。目標値を

達成するために、民間委託や民営化を中心に削減の取り組みを推進してきました。しかし、実績値は

目標値を 29人超過し、令和 2年 4月1日の職員数は平成 27年 4月 1日と比較して 11人の増加にな

りました。 

計画期間中に当初予定していた採用人数の変更及び行政事情が実績値に影響しました。具体的な増

加の要因は４つあります。1つ目は、計画期間中に多くの定年退職者が出ることに対して新規採用を

抑制する計画でしたが、地方創生の新しい取り組みや新たな行政課題の対応に業務量が著しく増加し
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たため、計画を上回る職員を採用したことです。2つ目は、福祉分野の新しい行政需要に伴い職員配

置が必要となったことから専門職員を数人採用したことです。3つ目は、ほとんどの定年退職者がフ

ルタイム勤務再任用職員※を希望したため、計画を上回る任用数になったことです。4つ目は、希望退

職者が計画期間前と比較して減少したことです。 

令和２年３月に総務省から出された「地方公共団体における適正な定員管理の推進について（地方

公共団体定員管理研究会）」の報告書では、全国の地方公共団体の一般行政部門※の職員は平成 27年

以降 5年連続して増加している現状が報告され、社会経済の変化と共に住民ニーズが多様化する社会

の中で、本市だけでなく全国的にも職員数の削減が進まない状況です。 

 
※フルタイム勤務再任用職員 
  再任用職員は、勤務時間に応じてフルタイム勤務と短時間勤務に区分されます。フルタイム勤務は定年前職員と同様
の勤務時間で、短時間勤務は定年前職員より短い勤務時間です。 

 
※一般行政部門 
  議会、総務、税務、労働、農林水産、商工、土木、民生、衛生の行政分野で地方公共団体のほとんどの分野が一般行
政部門に属しています。一般行政部門と特別行政部門（教育、消防）を合わせて普通会計部門として取り扱います。 
また、普通会計部門以外に公営企業等会計部門があり、水道事業、下水道事業、国民健康保険事業、介護保険事業、

後期高齢者医療事業の部門が属します。 
 

 

  

453 452 445 435 423 410 397 381 370 359 359 365 369 365 370 370

453 451 449 444
434 428

409
396 388 380

367 362 361 354
344 341

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2

定員適正化計画における実績値（H17～R2）

実績値 目標値
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（４）再任用職員数の任用推移 

 

再任用制度は平成26年4月から開始しました。2年ごとに任用期間を1年延長し、令和4年4月

の任用から上限年齢が65歳になるように制度を段階的に進めています。 

本市ではフルタイム勤務を基本とし、本人の希望に沿って短時間勤務の任用を行なっています。 

定員管理では、再任用職員のフルタイム勤務は定員に算入され、短時間勤務は定員に算入されな

い取り扱いをしているため、類似団体※との比較で用いられる参考指標に再任用職員の任用形態が大

きく影響します。 

 
※類似団体 

   毎年度、全国の地方公共団体を人口と産業構造を基準に類型区分し、同じ類型になった市区町村を類似団体といいま

す。 

 

 

 

 

  

354 355 351 352 346 336

5 10
18 13 24 34

計 359 計 365 計 369 計 365 計 370 計 370

H27 H28 H29 H30 H31 R2

定年前職員数とフルタイム再任用職員数の比較

定年前職員 フルタイム 再任用職員
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（５）非常勤職員の任用推移  

  

正規職員が削減され行政ニーズが多様化する中、非常勤職員※は行政運営を支える重要な担い手に

なっています。しかし、安易に非常勤職員の活用に頼る傾向が増えてきたため、第３次定員適正化

計画では非常勤職員の任用数の数値目標を設定し、正規職員の職務遂行能力の向上を目指してきま

した。 

行政需要から増員を見込み目標値を303人に設定しました。実績値は308人で 5人が超過する結

果になりました。増加の要因は、平成31年度から国の財政支援が受けられる集落支援員制度の運用

に非常勤職員を活用したことによるものです。集落支援員制度の活用に伴い目標値を超過しました

が、概ね計画どおりの任用でした。 

 

年度（4月１日） Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ H３１ Ｒ２ 

非常勤 

職員数 

目 標 ２８８ ２９１ ２９４ ２９７ ３００ ３０３ 

実 績 ２８８ ３０４ ３０１ ２９８ ３０１ ３０８ 

削減実績数(前年比)  １６ ▲３ ▲３ ３ ７ 

 
※非常勤職員 

計画における非常勤職員は、週の労働時間が20時間以上の社会保険及び雇用保険の適用職員です。 
令和2年度から地方自治法及び地方公務員法の改正により、非常勤職員から会計年度任用職員として任用することに

なりました。 

  

354 355 369 357 352 336

5 10
18

13 21 34

3 2
1 5 3 3

288 304
301

298 301 308

650
671

689
673 677 681

H27 H28 H29 H30 H31 R2

定年前職員・再任用職員・非常勤職員の構成

定年前職員 フルタイム勤務 再任用職員

短時間勤務 再任用職員 非常勤職員（会計年度任用職員）

合計人数
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（６）部門別職員数の推移 

 

  令和 2年 4月 1日の部門別職員数は、一般行政部門 284人、特別行政部門（教育委員会）44人、

公営企業等会計部門（水道事業、下水道事業、国民健康保険事業、介護保険事業、後期高齢者医療事

業）42人でした。 

平成27年度から令和2年度までの各部門の職員数の推移は次のとおりです。 

 

■ 部門別職員数の推移（平成27年度～令和2年度） （各年度4月 1日） 

 

 
H２７ H２８ H２９ H３０ H３１ Ｒ２ 

普
通
会
計
部
門 

一
般
行
政
門
部
門 

議  会 ６ ６ ６ ６ ７ ６ 

総  務 １００ １０７ １１２ １１１ １０９ １１０ 

税  務 ２３ ２２ ２３ ２６ ２６ ２６ 

労  働 ０ ０  ０  ０  ０  ０ 

農林水産 １６ １６ １６ １６ １４ １５ 

商  工 ６ ６ ６ ６ ７ ６ 

土  木 ２４ ２２ ２２ ２１ ２２ １８ 

民  生 ７３ ７６ ７３ ６６ ６５ ６７ 

衛  生 ３５ ３３ ３７ ３６ ３６ ３６ 

一般行政部門計 ２８３ ２８８ ２９５ ２８８ ２８６ ２８４ 

特別 

行政 

部門 

教  育 ４０ ４２ ３９ ３９ ４５ ４４ 

特別行政部門計 ４０ ４２ ３９ ３９ ４５ ４４ 

普通会計部門計 ３２３ ３３０ ３３４ ３２７ ３３１ ３２８ 

公営企

業等会

計部門 

水  道 １４ １２ １１ １１ １２ １４ 

下 水 道 ８ ９ ８ ８ ７ ６ 

そ の 他 １４ １４ １６ １９ ２０ ２２ 

公営企業等会計部門計 ３６ ３５ ３５ ３８ ３９ ４２ 

総職員数 ３５９ ３６５ ３６９ ３６５ ３７０ ３７０ 

 

  

年  度 
部  門  
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２ 参考指標による職員数の比較及び分析 

 

（１）類似団体別職員数による比較 

 

類似団体別職員数とは、人口と産業構造を基準に類型区分し、類型に属する職員数と人口をそれぞ

れ合計して、人口1万人あたりの職員数の平均値を算出する参考指標です。 

部門ごとに各類型の全体の単純な平均値（単純値）と、その部門に職員を配置している団体だけの

平均値（修正値）を算出します。本市は、Ⅰ－２※に類型され、平成 31年度は全国の 76市が属し、

県内では本市以外に亀山市が属しています。 

平成 31年度の単純値の比較では、一般行政部門で 7人下回り、消防職員を配置していない特別行

政部門では 38 人下回っています。一方、修正値の比較では一般行政部門で 5 人、特別行政部門で 3

人超過し、普通会計部門としては8人超過しています。 

 
※Ⅰ－２  
 一般市で人口50,000人未満、産業構造Ⅱ次Ⅲ次95％以上かつⅢ次65％未満のグループ 

 

■ 類似団体別職員数との部門別比較 （H31.4.1） 

部 門 職員数 

類似団体の職員数 

単純値による比較 修正値による比較 

試算値 超過数 試算値 超過数 

普通

会計

部門 

一

般

行

政

部

門 

議 会 ７ ５ ２ ５ ２ 

総 務 １０９ ９１ １８ ８６ ２３ 

税 務 ２６ ２３ ３ ２３ ３ 

民 生 ６５ ７９ ▲１４ ８９ ▲２４ 

衛 生 ３６ ３０ ６ ２０ １６ 

労 働      

農林水産 １４ ２０ ▲６ １７ ▲３ 

商 工 ７ １３ ▲６ １２ ▲５ 

土 木 ２２ ３２ ▲１０ ２９ ▲７ 

一般行政部門計 ２８６ ２９３ ▲７ ２８１ ５ 

特別
行政

部門 

教 育 ４５ ５９ ▲１４ ４２ ３ 

消 防  ２４ ▲２４   

特別行政部門計 ４５ ８３ ▲３８ ４２ ３ 

普通会計部門計 ３３１ ３７６ ▲４５ ３２３ ８ 
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（２）定員回帰指標による比較 

 

定員回帰指標とは、人口と面積の2つの要素だけを説明変数とする簡素な参考指標です。 

平成31年度の一般行政部門の試算値と比較して4人下回り、普通会計部門では81人下回っていま

す。 

 

■ 定員回帰指標の比較 （H31.4.1） 

 職員数 
試算値 

（一般市、人口5万人未満） 
超過数 

一般行政部門 ２８６ ２９０ ▲４ 

普通会計部門 ３３１ ４１２ ▲８１ 

 

 

（３）定員モデルによる比較 

 

  定員モデルとは、一般行政部門を対象に部門ごとの職員数と各種統計データ※を用いて平均的な試

算職員数を部門別に算出する参考指標です。 

平成30年4月1日の職員数で試算した第 10次定員モデルと比較して11人超過しています。 

 

■ 第10次定員モデルの比較 （H30.4.1） 

部 門 職員数 試算値 超過数 

議会・総務 １１６ ８４ ３２ 

税務 ２６ ２２ ４ 

民生 ６７ ８０ ▲１３ 

衛生 ３６ ３２ ４ 

経済 ２２ ２８ ▲６ 

土木 ２１ ３１ ▲１０ 

一般行政部門計 ２８８ ２７７ １１ 

 
※各種統計データ 

   議会・総務部門：住民基本台帳世帯数、第1次産業就業者数、総面積、可住地面積、標準財政規模 
税務部門：住民基本台帳世帯数、可住地面積、事業所数、軽自動車数、固定資産税納税義務者数（土地） 
民生部門：住民基本台帳世帯数、65歳以上の人口、社会福祉施設等数（公営）、保育所数（公営）、保育所在所児数（公営） 
衛生部門：65歳以上の人口、総面積、衛生費、ごみ収集量、直営ごみ収集量 
経済部門：総面積、小売店数、農業費、農地費 
土木部門：昼間人口、市町村道実延長、都市計画費、都市公園数、公営住宅戸数 
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（４）各参考指標からの分析 

 

本市の職員数を３つの参考指標の試算値から比較すると、超過する試算値と下回る試算値がありま

す。地方公共団体の行政運営の実情が異なり、限られた条件で比較するため、参考指標から職員数の

適正値を明確にすることはできません。参考指標の試算値比較から総合的に判断して、現在の職員数

は概ね適正な範囲と考えられます。 

地方分権時代における行政サービスの質の維持や政策課題の対応に必要な職員の確保が定員管理

に影響を及ぼしていることから、地方公共団体の行政事情を踏まえた総合分析から定員管理を進めて

いくことが必要です 

また、再任用職員が増加する状況下では、任用形態がフルタイム勤務か短時間勤務かによって参考

指標に大きく影響しています。再任用職員の短時間勤務は定員に算入されないことから、短時間勤務

の任用を基本とする団体もあり、フルタイム勤務の任用を基本とする本市では、参考指標と比較した

場合に定員数が多くなる要因があります。参考指標の比較には再任用職員の勤務形態を加えた分析も

必要です。 

 

■ 一般行政部門における各参考指標との比較 

一般行政部門 

類似団体別職員数の 

試算値との比較 

（H31.4.1） 

定員回帰指標の 

試算値との比較 

（H31.4.1） 

第 10次定員モデルの 

試算値との比較 

（H30.4.1） 

単純値 修正値   

▲７ ５ ▲４ １１ 

 

 

 参  考  

  令和２年３月に総務省から出された「地方公共団体における適正な定員管理の推進について（地方

公共団体定員管理研究会）」の報告書では、市区町村の参考指標として多くの団体で類似団体別職員

数が活用されていました。 

 

■ 市区町村における定員管理の参考指標活用状況アンケート調査結果 

 
類似団体別職員数 定員回帰指標 第10次定員モデル 

内部での活用とともに 

対外的説明資料に活用 
２４％  ６％  ５％ 

内部でのみの資料に活用 ４１％ １６％ ２９％ 

活用していない ３５％ ７８％ ６６％ 

  

活用内容  

参考指標  
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３ 年齢別職員構成の状況 

 

  令和2年4月1日の職員の年齢別構成の状況を示したものが上のグラフです。第１次・第２次定員

適正化計画で職員の削減を大幅に進めるため、新規採用の抑制を行ってきました。その結果、41 歳

を境に職員数が大きく減少し、年齢層による構成差が出ています。 

平成 27年 4月 1日と令和 2年 4月 1日の職員構成の比較を示したものが下のグラフです。5年間

で若い職員層が若干増加し、平準化が少しずつ進んでいる状況です。 

  今後、安定的な行政運営を維持するために年齢構成に大きなバラツキが生じないように職員構成

の平準化を考慮した定員管理が必要です。 

  

人 2人 4人 6人 8人 10人 12人 14人 16人
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４ 定員適正化の基本方針 

 

  定員適正化の基本方針の下、適正な職員採用及び職員の業務遂行能力の向上により、新しい行政需

要に対応した適切な職員配置を行い、定員の適正な管理を推進していきます。 

 

（１）計画期間 

 

本定員適正化計画の計画期間は、令和 2年度から令和 6年度までの5年間とします。 

 

（２）対象職員 

 

定員適正化計画における対象職員は、一般職に属する職員で、定員に関する法律上の規定（地方

自治法第172条第3項）による条例で定める定数の対象になる者とします。 

なお、短時間勤務再任用職員及び会計年度任用職員は参考数値にとどめます。 

 

（３）計画の推進項目 

 

 ① 民間委託、民営化の一層の推進 

   保育所の民営化を推進し、市が実施している事務事業については、指定管理者を含めて民間委

託、民営化を進めます。 

 

 ② 再任用職員の活用 

    専門性の高い知識や豊富な経験を有する再任用職員を活用します。 

また、これにより期間が限定された事務にも柔軟に対応できる効率的な行政組織を目指します。 

 

 ③ 会計年度任用職員の活用 

   定型的又は時期的に集中する業務で、民間委託等ができない業務については、積極的に会計年

度任用職員を活用します。また、正規職員の補助業務、庶務事務に活用を図るほか、専門的知識

や技術を必要とする業務についても、地域の有能な人材活用の観点から会計年度任用職員の活用

に努めます。 

 

④ 市民協働の推進 

様々な分野において、市民をはじめボランティア、ＮＰＯ等との共生を図り、市民協働を推進

します。 

 

 ⑤ 事業の見直し 

    事務事業評価システム等を活用し、既存の事務事業の廃止を含む見直しを図ります。 

 

 ⑥ 組織機構の見直し 

   社会経済情勢に応じた行政需要に効率的、柔軟に対応する簡素な組織機構編成に努めます。 

 

 ⑦ 早期退職の募集 

定年前早期退職制度を実施し、退職を促進します。 
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 ⑧ 年齢構成の平準化 

    新規採用では、職員の年齢構成の平準化に努めます。 

 

⑨ 人材の育成 

いなべ市人材育成基本方針に基づき、目標管理による育成型人事評価制度、職員研修、職場環

境等の充実を図り、職員能力を最大限引き出すことができる人材育成に努めます。 

 

⑩ 障がい者の雇用促進 

いなべ市障がい者活躍推進計画に基づき、障がい者雇用を促進します。 

 

 ⑪ ワーク・ライフ・バランスの推進 

業務遂行能力を向上させ、仕事に対する責務を果たしながら時間外勤務の縮減や休暇取得、仕

事と家庭の両立を推進します。 

 

 ⑫ スマート自治体に向けた検討整備 

   ＡＩやＲＰＡ等のＩＣＴを活用したスマート自治体の実現に向けて検討を進め、導入可能なシ

ステムは順次整備します。 

 

 ⑬ 定年延長制度への対応 

    今後、公務員の段階的な定年延長が予定されているため、適切な対応を進めます。  
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５ 定員適正化の目標 

 

（１）正規職員の定員目標 

 

参考指標による職員数の比較及び分析並びに今後の退職者数等をふまえて、令和2年度から令和

6年度までの5年間で令和 2年4月1日の職員数370人から7人を削減し363人を目標にします。 

一般行政部門で7人の削減を図り、特別行政部門（教育委員会）及び公営企業等会計部門（水道

事業、下水道事業、国民健康保険事業、介護保険事業、後期高齢者医療事業）の職員数は現状維持

とします。 

 

■ 正規職員 部門別定員適正化目標                （各年度4月 1日） 

部門 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 

普通会計

部 門 

一般行政部門 ２８４ ２８４ ２８１ ２８９ ２８２ ２７７ 

特別行政(教育)部門 ４４ ４４ ４４ ４４ ４４ ４４ 

普通会計部門合計 ３２８ ３２８ ３２５ ３３３ ３２６ ３２１ 

公営企業等会計部門 ４２ ４２ ４２ ４２ ４２ ４２ 

総職員数 ３７０ ３７０ ３６７ ３７５ ３６８ ３６３ 

 

 

（２）参考数値としての短時間勤務再任用職員の職員数 

 

  これまでの行政事務の経験を活かして適切な部署へ配置して、正規職員と同様に職責に応じた業

務を遂行します。 

  なお、短時間勤務再任用職員の職員数は希望による勤務形態のため目標数値ではなく参考数値と

します。 

 

■ 短時間勤務再任用職員の職員数 （各年度4月1日） 

 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 

職員数 ３ ２ ２ ２ ２ ２ 

 

 

（３）参考数値としての会計年度任用職員の職員数 

 

現在の行政サービスの維持及び新しい行政サービスの増加を見込むことから、スタッフ職として

の活用が見込まれるため、現状より若干の増加が見込まれます。必要性を精査し、必要のない行政

サービスは積極的に廃止し、最少人数で事業を推進します。 

なお、会計年度任用職員の職員数は行政需要に大きく影響を受けることから目標数値ではなく参

考数値とします。 

 

■ 会計年度任用職員の職員数 （各年度4月 1日） 

 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 

職員数 ３０８ ３０８ ３１０ ３１０ ３１２ ３１２ 

※ 週の勤務時間が20時間以上の職員を対象としています。 


